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おわりに

はじめに

『アジア経済』では．マレーシア（マラヤ）

を扱った特集号がこれまで 2度企画されている。

第1回目の特集号は「マラヤ特集ーと題され，

1969年5月（第10巻第5号）に刊行された。掲載

された論考 (7本）の内容をみると，イスラー

ム，ゴムの植替え政策，金融事情など多方面に

わたっている。次いで第2回目の特集号 (1987

年2月〔第28巻第2号〕）は「マレーシア・ブミプ

トラ政策の展開と経済・社会変動-（主在：故堀

井健＝：・大東文化大学教授）と題され， 1971年に

開始された新経済政策 (NewEconomic Policy 

NEP,通称プミプトラ政策）を共通テーマに掲げ

て，同政策についてその歴史過程をはじめ，マ

クロ経済，日系企業，農業部門，イスラーム原

理運動の諸側面から多角的な分析が試みられて

いる。

本特集号は「マハティールの国家構想」と

題し．マハティール・モハマッド (Mahathirb. 

Mohamad)が1991年に公表し．現在同政権が実
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施する諸政策の基層部分に位置づけられている

「2020年ビジョン」(Wawasan2020/Vision 2020) 

およびそのヒジョンを実現するための柱として

位置づけられている重要政策の中の 3つの政策

について検討することを第1の目的として企画

された。具体的には国王・スルタン制度の再定

義問題イスラーム化政策の柱の一つであるバ

ンク・イスラーム・マレーシア (BankIslamM 

alaysia Bhd.: BIMB)，国民車プロジェクト・プ

ロトン (Proton)下ての裾野産業育成問題の 3つ

を取りあげているc

この2020年ビジョンに関しては．日本国内で

はともすれば「先進国人り目標」とか「所得倍

増目標」などといった，同ビジョンが掲げる経

済目標の側面にのみ目がいきがちてある。しか

しながら，同ビジョンはそうした経済H標や目

標達成のための経済戦略のみならず，「マレー

シア国民意識の創出」という政治・社会上の目

標を掲げている。さらに，この政治・社会目標

を達成するための道筋，目標が達成されたマレ

ーシア社会における種族間関係のありようなど

の具体的な内容をも包含している。そこで提示

された内容は．まさしくマハティールか想い描

く「マレーシア国家・国民 1創造のためのンナ

リオということができる。また同時に同ビジョ

ンは， 1981年に成立し現在17年目に入っている

マハティール政権の集大成という性格をもって
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マハティールの国家・国民構想

いる。このことから，筆者はこの2020年ビジョ

ンと同ビジョンを具体化するための重要政策を

検討することが，マハティール政権を包括的に

検討することにもつながると考えている。

このビジョンが盾要な意味をもつもう一つの

理由は，その中にマハティールの国家観，マレ

一人の貧困問題および開発に対する考え方，イ

スラーム観などが凝縮されていることである。

したがって，同ピションを検討することは，そ

のままマハティール自身を検討することにつな

がると考えられる。さらに，近年では新しいマ

ハティール像がマレーシアの内外で議論を集め

るようになってきている。こうした議論を踏ま

えたうえで， 2020年ビジョンの検討を通じて，

マハティール像を再検討することに本特集の第

2の狙いがある。

これまでマハティールは， 2つの意味で継続

的な視点から理解されてきたといえる。第1の

視点は彼自身の思想的な観点である。彼が政治

的に注目を集めたのは， 1969年の総選挙を契機

としている。彼は1964年に実施された総選挙に

おいて下院議員に初当選して国政に参加した

ものの，次の69年の総選挙では落選した。こ

の選挙戦を通じて時の首柑であり，所属政党，

統一マレー人国民組織(UnitedMalays National 

Organization: UMNO)の総裁であったトゥンク

・アブドゥール・ラーマン (TunkuAbdul Rah-

man Putera)が種族間の経済が均衡問題に充分

な配慮を払わず，マレ一人保護政策に対して積

極的ではなかったことを，マハティールは批判

した。この批判的なは動が引き金となり「党の

方針を破った」ことを理由にして1969年9月に

党から除名された。さらに除名後，マレ一人の

経済的後進性に関してまとめた彼の著書『マレ

ー・ジレンマ』 (TheMalay Dilem加）の内容が

強烈なマレー・ナショナリズムを帯びていたが

ゆえに，同書は国内で発禁処分を受けた（注 I)o 

こうした政治的経歴から，彼は長い間国内外か

ら強烈なマレー・ナショナリズムをもった政治

家（通称マレー・ウルトラ〔MalayUltra〕）の一

人と考えられ，政界に復帰後 (U:v!NOへの正式

な復党は1972年3月）もこのマレー・ウルトラと

いう視点からその政治行動，政策内容が判断さ

れ続けてきたといえる。

もう一つの継続的な視点とは，マハティール

政権およびその諸政策が， NEPという大きな

枠組みの中で， ラザク (TunAbdul Razak b. 

Hussein)，フセイン (TunHussein b. Onn)とい

う彼の 2人の前任者の政権と継続性をもつもの

として位置づけられてきたことてある。

本小論では， まず近年マハティールおよびそ

の政策に対してどのような評価がなされている

かについて簡単に触れたうえで，特集全体の骨

組みとなる2020年ビジョンの内容を紹介し，さ

らにこ(})ビジョンの下で構築されつつある諸政

箪：：り）関連など，策者がいうところのマ八ティ

ルの国家構想を提示することにしたい

なお，本特集号はアジア経済研究所て1996年

度に実施された研究会「マハティール政権下の

社会・経済変動：新経済政策から国民開発政策

へ」を補完することを目的として企画されたも

u)であり。今後順次公表される同研究会の研究

成果と併読されることが望まれるい

⑪ 1) Mahathir b. Mohamad, The Malay Dilem-

ma (Singapore: Donald Moore for Asia Pacific 

Press, 1970)．同書に対する発禁処分の解除は，マハ

ティールの首相就任まで待たなければならなかった

（解除措置は，ムサ・ヒタム〔Musab. H itam〕内
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相の手でマハティール首相就任の約2週間後の1981

年7月30日に行われた）。

I マハティール・パラダイムシフト

これまでマハティール政権が，その政治体制，

開発政策の特徴などからどのように理解されて

きたのかについて簡単にみておこう。

マレーシアは1957年8月31日にマラヤ連邦

(Federation of Malaya)として，イギリスから

の独立を達成した。その後今日に至る40年間の

歩みは政治体制，開発政策の双方から，大きく

2つの時期に区分されるであろう。この点につ

いては，これまでの多くの既存研究が一致して

いる。すなわち，第1の時期は，独立達成から

1969年5月13日に勃発した種族暴動事件（いわ

ゆる 5·13事件）までの時期，第 2 の時期は， 5•13

事件の収拾に伴う非常事態宣苫がだされ、国家

運営評議会(NationalOperations Council)体制

の下でNEPが策定される時期および実際に N

EPが実施される1971年以降を合わせた時期で

ある。こうした見解の最も代表的な例としては，

ジェスダーソン (JamesV. Jesudason)の『エス

ニシティと経済一ーマレーシアにおける国家，

華人ビジネス，多国籍企業一ー』を挙げること

ができるだろう（汁 l)o 

第1の時期の特徴は，次のようにまとめるこ

とができる。政治体制としては， UMNO,マラ

ヤ（後にマレーシア）華人協会(Malay(si)aChinese 

Association: MCA)，マラヤ（後にマレーシア）

・インド人会議(Malay(si)aIndian Congress: M 

IC)という，それぞれ特定の種族グループから

構成される政党を基礎とし，さらにこれら 3政

党の連合与党である連盟党 (Alliance'Farty)が
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結成された。この連盟党体制の下では，各種族

グループの諸利益が種族エリートを代表する政

党指導者間の取引，交渉によって調整され，政

策か策定され，実施されていった。その政策に

は， トゥンク・アブドゥール・ラーマン首相の

種族宥和方針が反映されていった。また，経済

政策運営上では国家の役割は限定され，基本的

にはレッセ・フェール原理によって運営されて

きた。

これに対して，第2の時期にあたる1970年以

降は，政治体制．ならびに経済政策の双方の面

で大きく異なる。政治体制の特徴としては，ま

ず第 1に． 1971年の連邦憲法改正によって，ス

ルタンの地位，国語としてのマレー語の地位，

市民権，マレ一人の特権の 4つの事項（いわゆ

る敏感問題）について国会の場を含む公開の場

での議論が禁止されたことによって，種族グル

ープ間（特にマレー人と華人の間）で争点となり

得るはずのこれらの諸問題が議会政治の枠組み

から外されたことてある。第2の特徴は｀連盟

党を参加政党のみならず地域的にも拡大発展さ

せた国民戦線(NationalFront: NF)が結成され

たことである。そのうえで， NF内部ではUM

NOの政治的優位が確立された。

他方経済政策の面では，マレー人の社会的・

経済的地位の向上を目的とする NEPが本格的

に実行に移され，同政策の諸目標を達成するた

めに国家が積極的に市場への介入を行った。市

場への介入ふその方法ならびに介入する分野

の双方で1960年代のマレ一人保護政策の枠組み

を大きく超えるものとなっていた。すなわち介

人方法としては，連邦ならびに州政府によって

多数U)公企業が設吃されたほか，＿L業調整法

(Industrial Co-ordination Act, 1975: ICA)に代表
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される法と行政機関による民間企業の活動のコ

ントロールなどが挙げられる C また、政府が介

人する分野は従来の農業や農村開発にとどまら

ず，商工業部門を中心に経済活動全般に及んた。

マハティール政権は NEPの折り返し点であ

る1981年に発足した。このことからも基本的に

NEPという大きな傘の下で，ラサク (1970年9

月～76年1月），フセイン (76年1月～81年7月）

という前2政権との連続性をもつものと，マハ

ティール政権は捉えられてきた。その結果マハ

ティール政権は，ラザク．フセイン時代に構築

された政治・経済体制に部分的な修正を施した

体制として理解されることが多かった。すなわ

ち，政治体制としては．前述した1971年の憲法

改正による制限された議会政治と UMNOの優

位を前提とする NF体制を維持したうえて，マ

ハティールはより効率的な開発体制を構築する

ために，印刷物・出版業者法 (PrintingPresses 

and Publications Act, 1984)の制定といったマ

スメディアを規制管理する法律の整備，司法権

に対する行政権優位の確立など酋相を中心とし

た行政権を強化してきた， という見方である。

また経済的には NEPを基本枠組みとして踏襲

しながら， 1981年以降，ルックイースト政第

(Look East Policy, 8]年12月）， マレーシア株

式会社 (MalaysiaIncorporated) 構想 (83年2

月），民党化政策 (83年5月）など「新しい要素

(New Element)が導人されることによって、マ

ハティールの独自性が加味される形で部分的な

修正が行われた。さらにこの部分的な修正は，

1984年から86年にかけてマレーシアを§5った経

済イ弔況によって州叶強化されることになった。

この結果． NEP諸目標はぶ時的に棚l：げされ，

外資に対する規制緩和措窟i(1986il()）投賓促進法

の制定，同年9月の出資ならびに雇用規制緩和措

謹），工業調整法(ICA)に伴うライセンス取得義

務対象企業の範囲の縮小措置，民間部門主導型

の成長路線，市場原理の強調などに代表される

諸政策を導入し，軌道修正を試みた， という見

方であるぼ2八

しかしながら， 1990年に予定どおり NEPか

終了し，その後継政策である国民開発政策(Na-

tional Development Policy: NDP)が本格的に始

動するにつれ，マハティール政権の独自性，換

言すれば前2政権との非連続性が明確になって

きた。特に NDPでは，民営化政策に代表され

る経済活動における国家の役割の縮小，民間部

門主導型の成長路線の重視がうたわれた。

さらに NEPの柱の一つであった資本所有再

編目標におけるプミプトラによる資本所有比率

30％目標か，単なる政策lこのガイドラインヘと

位償つけか低くなるなど，マレ一人優遇政策

色が薄まってきたことから，「60年代への同帰

か？」とさえし中れるようになった直：｝ ｝ 3 こう

した中て',1990年代のマハティールの諸変化の

源流を70年代のマハティールの政策に求めるな

と，現在マハティールの評価が内外ともに大き

く変わりつつある i)

例えは，彼の経済政策における継続性の指摘

てある。これらの議論にまず先鞭をつけたのか，

クー・カイシン (KhooKhay Jin)の論考であ

る＇汁 1)。彼は， 1977年時点で伍油開発法(Petro-

leum Development Act, 1974) O)修止をめくって，

マハティール副首柑兼商l：相（当時）とトゥン

ク・ラザレイ (TengkuRazaleigh b. Hamzah)大

蔵大臣 (IIIl) の間に路線対立か生していたこと

に注目して，甘時からマハティールか巾場原理

U)導人に積極的であったことを再評価している
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同様の指摘はクー・カイシンと同じ根拠に依拠

しながら，その後ケース (WilliamCase)やクー

・ブーティク (KhooBoo Teik)の研究でもなさ

れているげ5)。

マハティールに対する評価の変化は，この経

済政策の面にとどまらない。マハティールのマ

レー・ナショナリズム，イスラーム政策などを

含め包括的にかつ彼の思想的変遷を詳細に検討

したクー・ブーティクの研究が公表された。ク

ー・プーティクは，『マレー・ジレンマ』のみ

ならず，シンガポール大学時代にマハティール

が執筆したコラムをはじめ， 1970年代の著作

『挑戦』 (TheChallenge)は 6)．マハティールの諸

演説，さらにはインタビュー記事等を詳細に検

討し，ナショナリズム，責本主義，イスラーム，

ポピュリズムおよび権威土義という 5つの要素

から構成されるマハティーリズム (Mahathirism)

がその政治，経済政策，宗教政策，権力観，政

治スタイルにどのように影響を与えたかを明ら

かにしている。彼の秀作によって， “1960年代

のマレー・ウルトラから9(）年代の方向修正”と

いう従来のマハティールに対する評価が大幅に

軌道修正されつつある。

（注1) James V. Jesudason, Ethnicity and the 

Economy: The State, Chinese Busin侭s,and Multina-

tionals in Malaぃia(Singapore: Oxford University 

Press, 1989). 

（注 2) 例えば政治体制に関しては， ミーンズの

研究 (GordonP. Means, A1叫 1ゞianPolitにs:T如

Second Generation.Singapore: Oxford University 

Press, 1991〕を，また経済政策に関しては，前出のジ

ェスダーソンの研究 (Jesudason.Ethnicity and...) 

に加え次の 2つを挙げることがてきる。 JomoK. S., 

Mahathir's Economic Policies, 2nd ed. (Kuala Lum-

pur: Institute of Social Analysお〔INSAN〕， 1989)

/ Alasdair Bowie, Crossing the Industrial Divide: 

State, Society, and the Politics of Economic Trans/or-

nwtion in Malaysia (New York: Columbia Univer-

sity Press, 1991). 

（注 3) 例えば，ジョモはこうした状況をその著

書で「Uターン？ J と的確に表現している (JomoK. 

S., U-turn ? : Malaysian Economic Development 

Policies after 1990 (Townsville: James Cook Uni-

versity of Northern Queenland. 1994)0 

ほ 4) Khoo Khay Jin, "The Grand Vision: 

Mahathir and Modernization、”inFragmented Vi-

sion: Culture and Politics in(..、ontemporaryAtala巫

ed. Joel S. Khan and Francis Loh Kok Wah (Syd-

ney: Asian Studies Association of Australia/ Allen 

and Unwin, 1992), pp. 44-76. 

（注5) William Case, "Malaysia: Aspects and 

Audiences of Legitimacy," in Political Legitimacy 

in.ゞoutheastAsia: The Quest for Aioral AuthoritY, 

ed. Muthiah Alagappa (Stanford, California: Stan-

ford University Press, 1995), pp. 99-107/Khoo Boo 

Teik. Paradoxes of Mahathin'.,m: An Intellectual 

Bi()graphy of Mahathir Moltamad (K叫 aLumpur: 

Oxford University Press, 1995); pp. 136-143. 

（注6) Mahathir b. Mohamad, The Challenge 

(Petaling Jaya: Pelanduk Publications, 1986 [1st 

ed.〕， 1997⑫nd.ed.〕)（原作は， Meng加dapiCabaran 

rKuala Lumpur: Pustaka Antara, 1976〕）．

II マハティールの国家構想

マハティールが1990年代に掲げた国家構想て‘

ある「2020年ビジョン」は． 91年2月28日にマ

レーシア政府・財界協議会 (MalaysiaBusiness 

Council: MBC)の発足時に．「マレーシアの前途」

『¥Ialaysia:The Way Forward")と題する演説

u)形で公表された。

演説は「序」，「先進国人りりための＾つの定

義」，「予測可能な将来における公的部門が行う

経済政策」．「民間部門の役割」．「結論」と大き

く5つの部分から構成されているげ］）。演説の
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構成に沿う形でその概要を整理してみる。

このビジョンの究極のH標は，まず最初に

「序」の項目で述べられているとおり，工業化

を通じてマレーシアに「2020年までに全面的な

先進国 (afully developed country)の仲間人り」

をさせることにある。

ここでいう先進国の諸条件に関しては，「序」

に続く項目の「先進国人りのための一つの定

義」（以下，「一つの定義」と略す）にマハティー

ルの考えが示されている。彼は，先進国に到達

するための 9つの戦略上の課題を指摘している。

この課題の中で重要な点は2つある。まず第 1

は，彼がいうところの先進国とは従来の欧米型

の先進国ではなく，マレーシア独自のモデルに

基づくものとされている点である。例えば「合

意を重視し，集団の意思を優先するマレーシア

咽民主主義の育成」（第3課題），「全面的に道徳

的，倫理的な社会の確立」（第4課題），「国家や

個人ではなく，強靱な家族制度が福祉の担い手

となる社会」（第7課題）などがその具体的な内

容とされている。またこうした内容が実現され

ていく過程に関しても，マレーシア固有の発展

の過程が強調されている3

第2の里要な点は，マレーシア型先進国の政

治・社会面からの最終目標として，マレーシア

型先進国においては，「マレーシア国民意識j

(Bangsa Malaysia/Malaysian Nationality)が形

成されている社会が存在することという目標が

掲げられた点であるは2)。

さらにこの「一つの定義」の項では， 9つの

戦略課題に引き続いて，マレーシア社会におけ

る経済的・社会的公正の意味とビジョンの具体

的な経済目標の2点について触れられている。

前者については，マレーシア国民意識の創出と

マハティールv'）国家・国民構想

深くかかわり合っているので，・後で詳しくみる

ことにする。経済目標についてみると，経済面

の先進国入り目標として，今後30年間では10年

ごとに実質ベースで国内総生産をほぼ2倍にす

ることとし，そのために年平均経済成長率（実

質ベース）を 7％と設定している。

続いて演説の第3項目では，公的部門の役割

と予測し得る将来における経済政策の方針，第

4項目ては民間部門の果たす役割についてそれ

ぞれ触れられている。最後に「結論」の項目は，

このビジョンを受けて． MBCを筆頭として政

党，各種社会団体や教育現場を通じて個人個人

がその内容に対する理解を深め，討議すること

を求める国民へのメッセーシで締めくくられ．

ビション公表後，その具体的な政策を詰めてい

くことが明らかにされている。

実際にビジョン公表後今日までにマレーシア

政府は，ビジョンを実現するための中期経済計

画と諸政策を公表している。例えば「マレーシ

ア国民意識」の創出に関しては， MBCが打ち

だした ~fl,O)tもぽampungku) キヤンペ—ンな

ど，国民意識をもたせるプログラムの実施等を

指摘することができる。

しかしながら，最も具体的な政策をみること

ができるのは，経済面の諸目標を達成するため

に策定された開発計画である。主要なものとし

ては 3つの計画が公表され，実施されている。

第 1は， 1991年7月に公表された国民開発政策

{NDP)てある。同政策は1991年から2000年まで

の10年間を対象とした中期開発計画である。第

2に，この NDPをより具体化するために，「第

6次マレーシア計画」 (1991~95年）と「第7次

マレーシア計画」 (1996~2000年）という 2つの

5カ年計画が公表され，実行されている。さら

7 
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に第3に， 2020年ビジョンで掲げた高度成長を

支える柱である工業部門開発の促進のために，

「第 2次上業化基本計画」 (SecondIndustrial 

Master Plan)が1996年11月に公表された。この

結果， 2020年ビジョンは，いわゆる構想（ビジ

ョン）の段階から具体的な政策を伴った一つの

開発政策体系の様相を里するようになったとい

えるであろう。

これら一連の政策体系を俯廠する前に， 1990

年代にマハティールが示した政策内容の骨子は

政権発足直後に公表されたマハティールの初期

の諸政策と連続性をもっていることを確認して

おく必要があろう。

その連続性は，まず第1に，政策実施上の国

家と民間部門の役割に対する考え方にみられる。

第2には，政策の内容そのものにみられる。

第10)点についてみると，先に触れたとおり，

1981年の政権発足以降マハティールは矢継ぎ早

に新しい政策を公表した。すなわち1981年12月

に公表されたルックイースト政策を皮切りに，

83年2月にはマレーシア株式会社構想，同年5

月には民営化政策などを公表した。これらの政

策は「新しい要素」 (NewElement)と総称され，

後に新政策に関する『メモランタム4 としてま

とめられ，政権の政策の中心に位置づけられ

た国3）。そこで唱えられていることは民営化

政策に代表されるような民間部門主導による成

長，マレーシア会社構想にみられる政府と民間

の協力体制である。こうした考え方は， 2020年

ビジョンでも引き継がれている。 2020年ビジョ

ンでも民営化政策の推進を強調し，民間部門に

「成長の主たる推進者の役割を担って」もらい。

政府の役割については「政府は生産とビジネス

における役割を縮小させ，（中略）経済への介

8 

入は絶対的に必要な場合に限られる」としてい

る。そのうえで政府が経済政策を通して果たす

べき役割を，次の 3つの分野に限定している。

すなわち①法的，規制的枠組みの制定と管理，

②財政・金融の健全な運営，③インフラ開発な

と環境整備，の 3つの分野である。

第2番目の政策内容についてみると， 2020年

ビジョンとの関係で今回の特集号で取りあげた

3つの重要な政策會すなわち国土・スルタンの

権限に関する憲法上の再定義，イスラーム化政

策の柱の一つであるイスラーム経済制度の導人

・拡充（バンク・イスラーム・マレーシアの設立

など），国民車プロジェクト下の裾野産業育成

政策は，いずれも1980年代前半にマハティール

が着手したものである。すなわち国王・スルタ

ンに関する連邦憲法改正は1983~84年，ハンク

・イスラーム・マレーシアの設立は83年，国民

車プロジェクトのプロトン社の設立もまた83年

（生産開始は85年）である。しかしながらマハテ

ィール政権の今日までの歩みを整理すると（図

1参照），こうした新政策を本格的に展開する間

もなく，同政権が政治，経済の両側面において

それぞれ重大な危機の時期を経験してきたこと

かわかる。すなわち，経済面では1984年後半以

降86年までの経済不況に見舞われた。特に1985

年には，朝鮮戦争直後の57,58年以来の実質ベ

ースでのマイナス成長(~ 1%）を記録するこ

とになった（，i.I!。政治的危機はこの経済面ての

混乱にやや遅れて発生した。 1987年の UMNO

総裁・副総裁選挙を契機として，党内対立が激

化し，最終的には89年に UMNOはマハティー

ル率いる UMNOBarn (New UMNO)と総裁・

副総裁選挙においてマハティール，ガファール

・ベバ (Ghafarb. Baba)連合に敗れたトゥン
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マハティー！しの国家・国民構想

図 1 マハティール政権(j)これまての軌跡

84 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96年

経 新しい要素の
済 1 溝入

不況 I調苓 高度成長期（年平均8.6%)

1981.7 82 87 89 93 96年

移
行
期

政
治 政権墨盤確立期

政治的

混乱
基盤再建

党内政権

基盤調整

（出所） 筆者作成，

ク・ラザレイ率いる46年精神党(PartiSemangat 

'46、後に46年精神マレ一人党〔Parti Melayu 

Semangat'46) と改名）に分裂するという危機

を迎えた。経済面では大凰の外国資本の導入に

支えられて1987年から高度経済成長を達成し，

政治面では90年の総選挙に勝利することよって

政権基盤を再建することに成功し， この2つの

危機をそれぞれ克服することができた。

つまり換百すれば， 1980年代半はから後半に

かけての経済・政治的危機を克服した90年代に，

政権発足後に提唱した政策運営方針ならびに重

要政策を「2020年ビジョン」として結実させた

ということができる。

(ij:l) 2020年ピジ 3ンは政府の手によってさま

ざまな形で公表されている。ここでは民間の研究所

の雑誌に掲載されたテキストに基づいている (M1M

[Malaysian Management Review.., vol. 27, no. :l. 

Sept. 1992, pp. 1-9)。なお，同演説の邦文抄訳につい

ては，木付陸男「1991年のマレーシア・参考資料-

(『アジア動向年報 1992年版』アシア経済研究所

1992年） 351~353ページを，また2020年ビションの

概要と背景については，木村陸男←マレーシアの長

期開発戦略とナショナリズムJ (『アシアトレント』

No. 62 1993年 II)50~63ページをそれぞれ参照の

こと c

（注2) Bangsa Malaysiaというタームはビジョ

ンが公表された時点ては，マレー語表記のみで英語表

品は与えられていなかった。その後， しばしは Ma-

laysia Nationという英訳が用いられた。 しかし，

1992年以降マハティールが行った演説をみると， Ba-

ngsa Malaysiaの英訳としてMalaysianNationality 

が付されることが多くなった（例えば， Mahathirb. 

¥fohamad, "Towards aじnitedMalaysian Nation," 

Speech by the Prime ¥1inister, at the "A United 

Malaysian Nation by the Year 2020" Dinner, Jan. 

:ll. 1992 [Kementerian Penerangan マレーシア情

報省〕 SiriUchapan Penting［重要演説シリーズ〕］）。

その背景には， Malaysia Nationという言葉があた

かも「マレーシア国民J とか「マレーシア民族」と

＼しった実態を付ったもののように国内外の双方から

受け取られてきたことがあったであろう。特に後述

するように鴫 Ji：マレー社会に対しては MalaysiaNa-

Lionという言能は，従来の種族の境界をなくした一

つの「マレーシア国民」の創出を提唱したものとい

う期待さえももたせることになった。しかしながら．

マヘティールの真意は―マレーシア国民意誠」の創

出にある。英訳が変化したこととマハティールの真

意に鑑み，本小論でも BangsaMalaysiaを意図的に

Iマレーシア国民意識 J と記述する，

（注3) このメモランダムは，政府の涵級官僚に

対して新政策の内容の誤った理解や解釈を防ぎ，そ

リ）内容を周知徹底するために， 1983年にマハティール

が起草し，配布したものである (MalaysianBusiness, 

Sept. 1983, pp. 41-42,またはJomo K. S., Mahathir's 

，
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Economic..., pp. 1-3)。

（注4) 木村陸男「プミプトラ政策と経済構造の

変容」（堀井健三・萩原宜之紺 r現代マレーシアの社

会・経済変容ー プミプトラ政策の18年 J 研究双

書No.370 アシア経済研究所 1988年） 67ペーシ。

III ビジョンから政策へ

本特集で取りあげたテーマは，国王・スルタ

ン制度の再編成，イスラーム化政策の一環とし

てのバンク・イスラーム・マレーシア，国民車

プロジェクトにおける裾野産業の育成であるっ

以下では， こ0)3つのテーマかこれまで述べて

きた2020年ビジョンの中でどう位潰づけられて

おり，なぜこうした諸政策が必要であったのか，

いわばビションとの関連性についてみていくこ

とにする。そのためには，まず2020年ビジョン

とそれを具体化する政策0)関係を整理する必要

があるであろう。

先に触れたとおり2020年ビジョンの究極0)目

標は，経済 l：および政治・社会 t0)双方からみ

て「（マレーシア型の）先進国に仲間人りする 4

ことにある。具体的には経済面では年率7％を

目標とする経済成長の達成，政治・社会面ては

「マレーシア国民意識」の創出てあり，これら

がビジョンを支える 2つの柱てあるとみること

ができるであろう c、この 2つの課題を軸に，

2020年ビションの内容とそれを実現するための

，者政策に至る流れを箪者なりに幣理したも 0)が

図2てある (i/1し図0)左の流れが経済成長を達

成するメカニズムであり，右の流れかマレーシ

ア国民意識を創出する流れてある。惰者は，こ

の2つの課題はそれ自身が相りに密接に関係し

ていると同時に，マレ一人社会からみると プ

ミプトラ系中小企業の育成」という共通の政策

IO 

課題で最終的に結はれていると考えている。

まず，経済成長の達成とマレーシア国民意識

の創出という 2つの課題は密接に関係している 3

それは，「マレーシア国民意識」を広く国民に

もたせることによって「マレーシア国民」に経

済開発への参加の機会と実際の経済的恩恵の享

受を保証することて，経済成長を達成するため

に必要な資金や人材などの諸資源をマレ一人社

会のみならず，非マレー人社会からも動員する

ことかてきるからてある。これまでのところ，

種族間の協調に呼応する動きかマレ一人と非マ

レー人の双方の社会から強く打ちだされている J

実際に，これまでマレ一人，非マレ一人という

2項対立による社会関係を基礎とした政策にお

いても，変化が少しずつみられる。

最も象徴的な政策は，従来マレ一人を中心と

したブミプトラのみに参加の機会が認められて

いた政府の投資信託・国家投資信託 (Amanah

Saham National: ASN/Kationai Unit Trust 

Scheme)に対し，非プミプトラのマレーシア国

民も参加することができる2020年ピジョン投資

信託基金 (AmanahSaham Wawasan 2020)か

1996年8月に設立されたことてある。この投資

信託制度によって，マレ一人社会のみならず，

非マレ一人社会からも大衆資金を動員すること

かUj能となり，同時にまた信北基金による運用

で得られた利益を広範囲な社会階層に再分配す

ることか可能になるてあろう。

このほかにも、 1マレーシア国民意識」を醸

成させるため(j)経済政策がみられるぐ例えは，

国民車プロジェクトに続き， 1994年には第2国

民車プロジェクト（プロトゥア社[I'erusahaan 

Otomobil Kudua Sdn. Bhd.: Perodua I), 96年

には国民自動2輪車プロシェクト（モデナスfl△
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マハティールの国家・国民構想

図2 2020年ヒジョンと諸政策

2020年〈マレーシア型〉
先進国

経済目標

年平均7％成長率
10年ごとの所得倍増

介

工業化の促進

戦
略
産
業
の
育
成

産
業
間
・
産
業
内

連
関
性
の
強
化

← 
政治目標

マレーシア国民意識

の
創

種
族
間
協
調

三口を持つ
5
cー

C

出

打
New Chinese 

種族間合弁企業

ブミプトラ系中小企業の育成

（出所） 鳥居高ベマハティールの絆済構想-—- r．業化戦略を中心に~ （『アジ研ワ

ルド・トレント』第22号 1097年-IJJ) l(）ペーシ 図lを加咆修正。

（注） （l） →は矢[|Jの先の内容に対して，具1本的な政策として関連をもつことをボす。⇒：ょ矢1]］0)知）内容に印献することをぷす．-
（2) ＊ブミプトラ商I業コミ、ュニティ (BumiputeraCommercial and Industrial 

Community: BCICi 

(Motosikal Dan Enjin 

つに位附づけられた輸送機器産業ては，

車」

で発足している (il.210

Nasional 

-［業化の促進もさることなから．

「国民車」

Sdn. Bhd.: 

Modenas〕）など工業化戦略の中で戦略産業の一＾

国民

という言菓を冠したプロジェクトが相次い

これらのプロジェクトは，

それそれを

と位置づけることによって．国威の

発揚と国民の工業部門への参加意識を鼓舞する

これまで非マレー系国民にとって大きな不満の

原因であった教育現場でも， いくつも種族協調

策が講じられているし，例えば，民間部門におけ

る高等教育機関設立を認可し，非プミプトラ系

住民が国内で高等教育を受ける機会を拡大した

ことなとである注3)-

ところで， 2020年ビジョンでマハティールが

掲けた←マレーシア国民意識の創出」 という目

ことにも狙いがあるものと考えられる。 また， 擦は． 公表からしはらくの間の演説では “one

l I 
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Bangsa Malaysia"を創出すると表現され，そ

の英訳として asingle Malaysian nationまた

はaMalaysian raceという表現が与えられて

いた。このために，マハティールがt)うところ

のBangsaMalaysiaとは，マレーシアを構成

する諸種族グループ間の融合，統合化を促進

し，あたかも同質性を有した一つのマレーシア

民族を創出していくことを目指したものという

理解をマレーシアの内外にもたせることになっ

てしまった。実際に非マレー人社会からは，期

待をも込めて， “Bangsa Malaysia''というマ

ハティールの提唱に対し，それを従来のブミプ

トラ，非ブミプトラという 2項対立的な種族間

の社会関係を取り払う試みと理解する発言かな

された。最も象徴的な発言は，マレーシア華

人協会(MCA)の総裁リン・リョンシック (Lmg

Liong Sik)のものであろう。彼は，マハティ

ルの “oneBangsa Malaysia"創出という提案

を歓迎したうえで，「われわれ（華人系住民）は

マレー料理も食べる。逆にマレ一人も革人系文

化を受け入れて生活をしているーと述へ，「マ

レーシア国民」の具体的なイメージが種族間の

文化的境界を取り払い，生活慣習を共有する姿

にあることを強調した(ii4 ＼。しかし， こU)リン

の発』にみられる “BangsaMalaysia"のイメ

ジは，実はマハティールの真意を超える内容

となっている。マハティール自身の定義は異な

っている。 2020年ビジョンの中て彼は，「肌0)

色とい条を界にするあらゆるマレーシア人か，

それぞれの生活慣背，＇示教，文化を白由に実施

し」たうえで「マレーシア国民 1とし)う？一つの国

民意識をもつような社会を想定している，換バ

すれば，それぞれの種族間の境界線は保持（場

合によっては強化）したうえ，マレーシアとしヽう

12 

国家への帰属意識（これをここではマレーシア国

民意識と呼ふ）がもてる国民が存在する社会を

想定しているのである。

そこで注目されるのは，ビジョンを公表した

同し年 (1991年）の UMNO中央党大会でマハ

ティールが「新しいタイプのマレ一人」 (New

Malay)という考えを提唱したことであるは5}。

これふ従来と違う価値観をもつ新しいタイプ

のマレ一人の出現をマレー人社会に促すものて

ある。「新しいタイプのマレー人“J 論を2020年

ビジョンの文脈で捉え直すとすれば，マハティ

ールは，マレー人に対して，「新しいタイプの

マレー）‘-と呼ばれる要素をもったうえて，さ

らに 1マレーシア国民意識」をもつという 2重

の意識構造を求めたことになる。

なぜこうした 2重構造が必要となるのであろ

うか。マレーシア国民意識の創出という目標

は，非マレ一人社会にとっては歓迎すへき動き

であることはし;うまでもない、3 仮にそれが2020

年ビションの経済目標を達成するうえで必要な

諸資源を非マレ一人社会から動員するためのイ

デオロギーとして機能するにとどまっても，こ

れまで制限されてきた経済Lの機会を享受する

ことにつなかるからである 0^“-•方，マレー人社

会内部からみれは，マレーシア国民意識の創出

という目標によって，マレ一人社会の求心｝jか

弱まり，その結果従来マレー人か享受してきた

政治的優位性が揺らぐことに対する懸念が生じ

るてあろう。したかって，マハティール等 UM

NO首脳部にとってはマレーシア全体に対し

てマレーシア国民意識の創出を強調すればする

ほど，マレ一人社会内部においては，マレ一人

の政治的優位性を明示する必要性とマレ一人性

(Malaynessl(}）擁護を強調する必要性が出てく
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る。

マレー人の政治的優位性を明示するための有

効な手段として考えられるのが，国王・スルタ

ン制度の活用である。要点を述べればこの制度

の活用は，「マレーシア国民意識ーをもつ国民

から構成されるマレーシアにおいて，国家全体

を象徴する国王およびそのシステムが，マレー

文化を象徴するスルタンとその制度を基礎とす

ることで，あくまでもマレーシアにおける政治

的優位性がマレ一人にあることをマレーシア社

会全体に改めて示すことを意図したものと考え

られる。詳しくは本特集に収められた「国士・

スルタン制度の再編成」に関する論考を参照さ

れたし％

「新しいタイプのマレ一人」を支える要素は，

第1がイスラーム的要素の強化である。イスラ

ーム的要素が強化される理由として 2つの理由

を指摘することができる。まず第 1に，マレー

人性を構成する 3つの要件のうち，現在イスラ

ムが最もマレ一人性を支えるうえでイi効に作

用すると考えられるからである C イスラームは

マレー語，スルタンに対する忠誠とともに，マ

レ一人性を構成する要素の一つと考えられてき

ている直6）。このうちマレー語はすでに国語と

しての位憤づけを受けていることから，マレ

シア語としてその国語(nationallanguage)の位

岡づけを強化する力学は作用しても，従来のよ

うにマレ一人社会においてマレー人性を支える

要素としては作用しない。また伝統的にマレ

人社会の保護者と位置づけられてきたスルタン

への忠誠の強調は，実質上マレ一人社会の保設

者の役割を果たしている UMNOにとっては意

味をなさないであろう。したかってマレ一人ft

を支える 1：で最も重要になってくるのは，残さ

マハティールの国家・国民溝想

れたイスラームの強調であろう。ここに2020年

ビジョンの中で，「新しいタイプのマレ一人」

との関連において，イスラーム化政策が喧要な

意味をもってくるのである。

マレー人社会においてイスラームが重要な要

索になった第2の理由は，そもそも1970年代の

巾盤以降，マレー人社会内部においてイスラー

ムか政治上重要な争点となっているからである c

1970年代半ば以降都市部において，マレ一人

の学生，公務員などを中核としたイスラーム復

腿主義運動の高まりかみられた。例えば，マラ

ヤ大学を中心とした学生組織を基につくられた

マレーシア・イスラーム青年連動 (Angkatan

Belia Islam :¥falaysia: ABI:¥1/Islamic Youth 

Movement of Malaysia, 1971年設立）やコミュー

ン活動を中心にしたアル・アルカム (Al-Arqam,

68年設立）である。さらに， 1970年代後半に入

ると， 74年以降NFに参加していた汎マレーシ

ア・イスラーム党 (PartiIslam Se-Malaysia: P 

AS/Islamic Party of'.¥1alaysia)がNFを離脱し，

同党の指導者として中東留学組の若手指導者か

台頭することによって， U:'viNOとの対決姿勢

を強めた。こうしてマレ一人社会においてイス

ラームをめぐり U:¥1NO,PAS, さらに ABIM

など在野のイスラーム復興j：義勢）Jか対立する

ことによって，イスラームは従来に増してマレ

一人社会内部で重要な問題となった。こうした

イスラームをめぐる政治状況に危機感をもった

UM-SOは，政府主導によるイスラーム化政策

を推進し始めると同時に，復興主義クループの

中で PAS,アル・アルカムなととともに影響力

をもっていたABIMの当時の会長であったアン

ワル・イプラヒム (Anwarb. Ibrahim)をUMN

（）に人党させることに成功し，復興主義グル

I 3 
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プの体制内化が進められた。

1990年代に入り，政府のイスラーム化政策は

さらに促進されることになった。まず，アンワ

ル・イブラヒムが1993年以降，党内では副総裁，

政府内では副首相兼大蔵大臣にそれぞれ就任し

たことに加え． ABIMを中心にかつての復興

主義グループの指導者層が政府のイスラーム関

係部局に登用され，その影響力が拡大したこと

により，イスラーム化が促進されたことである。

また． 1990,95年の 2回の総選挙を通じて． P 

ASがクランタン州政権を獲得・維持するなど，

その影響力を半島部の広範囲にわたり拡大した

ことにより． UMNOはその対抗上，イスラー

ム化を促進することになった（注7I 0 

UMNOはその党憲章に「イスラームの維持

•発展」（第 3 条第 3 項）を掲げ，ィスラームの

保護者としての役割を担うことをうたっている。

しかし，それはあくまでも枇俗政党としてのも

のであり．ィスラーム国家建設を目指すもので

はもちろんない。したがって． UMNOU_)イス

ラーム化政策には，世俗政党という基本的な性

格や，他種族グループヘの配慮から．一定の枠

組みが課せられる。しかも． NEPは高度成長

を大前提とした種族間の所得再分配政策てある

し． NEP終了後の2020年ビジョンでも高度成

長を掲げていることから，イスラーム化政策と

経済成長政策とを関連づけることが嗜ましい。

そこで，イスラーム化を促進しつつ，国内から

の資金調達を可能にし，経済成長路線にも寄与

することができるイスラーム銀行制度が順要な

役割を果たすことになる。また，イスラーム銀

行制度をマレ一人が多く居住する農村部へも拡

大することは，同制度に基つく「利益」(profit)

を農村部の預金者へ還元することにつながり，

14 

農村部における所得分配の是正にも寄与する。

さて、 「新しいタイプのマレー人」を構成す

るもう一つの要素は．企業家あるいは経営能力

をもった企業経営者という要素である。マハテ

ィールはマレーシア国民意識を創出するにあた

り一つの直要な前提条件を提示している。すな

わち，マレーシア国民意識を共有できる社会に

おいては，その構成員にとって経済的・社会的

公正が確立されていなくてはならないことであ

る。彼がいう経済的・社会的公正か確立された

社会と（よ'-種族の別が経済的機能の違いと分

かちがたく結び付いている状態を取り除く」こ

とを達成した社会である。そのためには「非プ

ミプトラ社会と対等であり得るような経済的に

強靱なプミプトラ社会を創り出すことが必要で

ある」と述べている (2020年ビジョン「一つの定

義」 IJ)項）。つまり，マレーシア国民意識を共有

する社会とは，マレ一人を主体とするブミプト

ラが経済力をつけ．非プミプトラ社会とも対等

の関係で競争し得る社会と読み替えることがで

きる。そこでマハティールが最も強調するのは，

従来のような株式所有比率の向上など資産所有

の拡大によるプミプトラの経済的地位の向上で

はなく，経営能力をもつ企業家や企業経営者の

創出である。そのことを通じてマレ一人の経済

的後進性は克服される，とマ八ティールは考え

ている。このブミプトラ企業家，企業経営者

の育成は通常，プミプトラ商工業コミュニティ

(Bumiputera Commercial and Industrial Com-

munity: BCIC)の育成と呼ばれ，国民開発政策

(NDP)の中で最も菫要な政策の一つに位置づけ

られている。

このようにマレーシア国民意識の剖出という

政治・社会目標をマレー人側の視点で掘り下げ
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ていくと，「ムスリムとして敬虔であり，企業

家精神や経営能力に長けたプミプトラ企業家の

育成j という，より明確なマハティールの国民

像とより限定された政策課題が浮き彫りにされ

てくる。

他方，経済目標からみていくと，年平均 7%

という経済成長は成長力の高いt業部門の育成

によって支えられることはいうまでもない。エ

業化を促進するにあたって強調されている点

は，産業間および産業内部のリンケージの強化，

技術力の向上，輸出市場の拡大等である。そ0)

中でも2020年ピジョン以降に公表された 5カ年

計画や第2次上業化基本計画の中で強調されて

いるのは，産業間，産業内部のリンケージの強

化，中でも組立産業を支える裾野産業の育成で

ある。しかも第2次工業化基本計両では，そう

した裾野産業など産業連関性をもった企業を集

積させるクラスター (Cluster)の育成が強調され

ている旧8）。これらの計画では裾野産業と中小

企業 (smalland medium industries)が互換的に

川いられている。経済H標を達成するために最

終的に求められる中小企業の育成という問題は，

マレーシア国民意識の創出という目標から求め

られる HCICの育成と直なるc このことから，

プミプトラによる中小企業の育成という問題が

2020年ビジョンの中できわめて重要な地位を占

めていることがわかる。

このブミプトラ系の中小企業育成という霞要

な課題に対して，政府は建設業においてサブ・

コントラクターとして育成すること，商業部門

においてフランチャイズ制企業の下で育成する

ことなども想定しているけいり。最も項要視され

ているのは，工業化政策の中で情報・通信技術

産業， などとともに戦略産業として政

マ9、テイー 1り）国家・国民構想

府か位置づけている輸送機器産業（自動車およ

ひ自動2輪車産業）における裾野産業の育成て‘

ある。その中で最も中心的な役割を果たしてい

るのが国民車を製造するプロトン社による裾野

産業（プロトンではベンダー企業と呼ばれている

部品産業）の育成である。

（注 1) この部分の記述については，すで：こ筆者

か公表した成果の一部に基ついていることをお断り

しておく（鳥居高「マハティールの経済構想＿工業

化戦略を中心に一ー」『アシ研・ワールトトレンド.]

第22号 1997年4月」 37~45ペーシ）。

（注2) このほかにも，「国民車」と位置づけられ

たトラック・パス・プロジェクト，商用車（パン・

l・ラック）プロシェクトも発足してし 1る3

（庄 3) この他にも，タミール語および華語によ

る教育か行われている―準国立 0 小学校卒業者に課

していたマレー語能力の向上を目的とした「進級の

ためのクラス」（通称 RemoveClass)の履修義務か

1995年6月に緩和された（東川繁「国民開発計画 (N

DP)と民間教育j 〔原不二夫・鳥居高編り国民開発政

策(NDP)Fのマレーシア；調究研究報告書 地域研

究部1995・1 アジア経済研究所 ］996年」 115~130 

ヘージ） C

ほ 4) 1992年の中国正月における演説。

に!:5) Chamil Wariya, f3icara M直1uBaru ［新

しいマレ一人の意見］ （Kuala Lumpur: Media India. 

1993). p. 6. 

（出6) Shamsul A. B., "The Economic「)1men-

sion of Malay ~ationalism: The Socio-Historical 

Roots of the New Economic Policy and Its Con-

temporary Implications," Deむelof1ingEconomi硲．

vol. 35, no. 3, Sept. 1997, p. 243. 

lit 7) PASは1995年の総選挙において， クラン

タン， トレンカヌ州といった伝統的な支持基盤のみ

ならず，半島部においても得票数を伸はしたc この

背景には，政府の急速かつ強権的な手法による開発

政策に対するマレー農民の反発かPASへの支援I))培

加をもたらした理由の 1つとして指摘することがて

きる（鳥屈裔「国民戦線の大勝に終わったマレーシ

ア総選学ー一華人系住民と rマレーシア国民」の創設

」rァシ研ワールト・トレンド』第5号 1995年

巧
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8月〕 54~55ページ，表3参照）。

（注8) クラスター（房）戦略は．珪幹工程を扱う

企業を房の中心に置き，その周囲に部品，素材など

関連産業を集積させることを目的としている。

（注 9) 企業家開発省にフランチャイズ開発局

(Franchise Development Division)が設償されてい

る(MalaysianBusiness, Nov. 16, 1997, pp. 48-50)。

W マハティールのビジョンと

各論文のテーマ

以上が2020年ビジョンの概要とビジョンを具

体化する流れ，さらにその中での重要政策の位

置づけである。国王・スルタン制度の再編成，

イスラーム銀行，プロトン社の裾野産業育成が

ビジョンの中でいかに重要であったかは，みて

きたとおりである。ここでは，各論文について

簡単にその概要に触れておくにとどめる c

まず，鳥居高の「国王・スルタン制度の再編

成」に関する論文では，マハティールが1983~

84年， 90~94年の 2回にわたって行った国王・

スルタンの連邦憲法上の権限の再定義を取りあ

げている。約12年にわたる動きをその過程，再

定義の具体的な内容について整理，分析したう

えで，その背景について歴史的．社会・経済構

造的に分析する。

そして一連の再定義は，第 1に， 1971年以降

におけるマレーシアの政治の枠組みの部分的な

再編成を意味すること，第2に，マハティール

(/）狙いの一つである国家ビション実現へ向けて

の開発体制の枠組みの整理，再構築の過程であ

ったことを結論として提示している。

第 2は，桑原尚子の「金融制度へのイスラー

ム法の導人」に関する論文である。桑原論文は

マハティール政権のイスラーム化政策の柱の一

I6 

つであるバンク・イスラーム・マレーシア (Bl

MB)について，同銀行の設立根拠となっている

1983年イスラーム銀行法(IslamicBanking Act, 

1983)を詳細に分析している。具体的には，マ

レーシアの世俗的な金融制度および法制度にお

いて導入されたイスラーム銀行の法的枠組み，

イスラーム法に基づき利子の徴収を禁止する銀

行の契約について検討を加えている。また．同

行設立の根拠法の全訳を付し，基礎的な資料の

提供も行っている。

桑原論文の冒頭で触れられているように，

BIMBが導人した無利子銀行業制度 (Interest

Free Banking Scheme: IFBS)は，現在 BIMB

以外の金融機関によっても導人が進められてい

る。 1993年に大手3大商業銀行に導入されたの

を皮切りにして，金融会社，マーチャント・バ

ンクなどにも導人され， 96年末IFBSを導入し

た金融機関は49機関に達した。さらに，最新の

政府発表によれば，その後2機関増え， 1997年

7月末現在51機関に達する（内訳は商業銀行24,

危融会社22,マーチャント・パンク 5)い:iI I。その

結果． BIMBも含めたこれら機関への預貯金

額は， 1994年末の46億5600万リンギから96年末

には72億6400万リンギヘと為増している。しか

しながら，マレーシア全体に占める割合は小さ

く，マレーシア全金融機関における預貯金総額

のうち IFBSが占める割合は1996年末時点で 2

％に過ぎない。しかし，今後マレーシア政府

ふこの比率を 5%｛こまで引き上げることをH

標としている。この 5％目標の内容としては，

マレーシア全体に占める IFBS下の預貯金を 5

％に引き上げることのほか， IFBSを導入した

各金融機関に対してそれぞれ総預貯金額の 5%

をIFBS｛こ充てることも求めていくことが考え
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られている（注2)。また， IFBS以外にも，イス

ラーム資本市場の設立やクレジット・カードへ

のイスラーム経済制度の遵入など，今後もイス

ラームの経済制度を拡充する方向性が示されて

おり，イスラーム化政策を考察するうえで，イ

スラーム銀行制度を中心とするイスラーム経済

制度の展開は， 一層項要になってくると考えら

れる。

第3番目の穴沢慎による「プロトン社による

ベンダーの育成」に関する論文は， 1985年に生

産を開始した国民車製造メーカー・プロトン社

(Perusahaan Otomo bi! Nasional Bhd. : Proton) 

の下でのベンダー育成を取り扱っている。

プロトン社を中心とする輸送機器産業は．電

子産業，情報・通信技術産業，航空宇宙産業な

どとともに第2次工業化基本計画の中で戦略産

業の一つとして位償づけられている。プロトン

社に想定された戦略的な役割は．同社の下での

部品産業を育成することである。加えて．こう

した部品産業をプミプトラ企業が担うことが求

められている。

プロトン社のベンダー育成については． 1985

年から89年までの初期段階に関する研究成果は

すでに公表されているがぼ3)，穴沢論文では，

88年に本格化したプロトン社のベンダー育成プ

ログラム (Vendor Development Programme)の

成果について，個別企業へのアンケート調査な

ど現地調育に基づいて，その現状と問題点が論

じられている。

なお，本特集では 2本の書評を掲載した。と

もにマハティールの国家構想を検討するうえで

関連してくるテーマを扱っている，〉中村正志が

マハティール政権を評価するうえでの重要なポ

イントの一つである政治体制に関する議論を

マハティー！い）国家・国民構想

扱ったクラウチ (H.Crouch)の研究書 Govern-

ment and Society in Malaysiaを．また熊谷聡が

日本とマレーシアの関係を扱ったジョモ (Jomo

K.S.）編集による Japanand Malaysian Devel-

opment: In the Shadow of the Rising Sunを．

それぞれ取りあげた。これらのテーマはマハテ

ィール政権を考えるうえで重要なテーマである

が．今回は論文として扱うまでには至らなかっ

た。両書評も併せて参照されたい。

（注 I) Ministry of Finance, Malaysia &anomic 

Report 1997/ 98 (Kuala Lumpur: Government Print• 
er, 1997), p. 175. 

（注2) IFBSの5％目標については．マレーシア

中央銀行の関連部局における筆者のヒアリング調査

に基づく (1997年1月）。また IFBSに関する記述は，

既発表の鳥居高「マレーシアのイスラム」（総合研究

開発機構〔NIRA〕『イスラム世界の相互依存と対立

・対抗に関する研究』 NIRA研究報告書No.970106 

1998年） 118~120ページに依拠している。

（注3) 月居高「自動車産業- プロトン社とプ

ミプトラ政策ーー」（堀井健三編 rマレーシアの工業

化ー多種族国家と工業化の展開ーー』アジア工業

化シリーズ No.12 アジア経済研究所 1990年） 273

~293ペーシ。

おわりに

マハティールの国家構想に関連する残された

重要な課題としては，当面2つの課題の存在を

指摘することができるであろう。

第1の課題は，マレー人を中心とするブミプ

トラ商工業コミュニティ (BCIC)育成の検討で

ある。マハティールはマレ一人に対する経済政

策として，従来の政権に比べてより積極的に B

CIC育成に取り組み，かつ高い優先順位をこの

政策に与えていることはすでに述べたとおりで

I7 
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ある。穴沢論文が扱ったベンダー育成プログラ

ムの本格的な実施のみならず， 1991年にはプミ

プトラ系のベンチャー企業を育成することを目

的として国営企業家育成公社(PerbadananUsa-

hawan Nasional Bhd.: PUNB)が設立されたほ

か， 95年には従来の公企業省が企業家開発省

(Ministry of Entrepreneur Development)に改組

されるなど，新しい大きな動きをみることがで

きる。こうした諸政策の実施や諸機関による B

CIC育成がどのような成果を生み出すのかが，

最も注目されるところであろう。加えてマハテ

ィールが， NEP期の反省から， BCIC育成に

あたっては，市場原理の導入，自由競争の導入

など経済政策運営上の原則をたびたび強調して

いることがある。事実， PUNBによる企業家

育成の場ではこうした方針が実行に移されてい

る。 BCICの育成と市場原理の活用という 2つ

I8 

の目標をどのように並存させていくかという点

に，マハティールのビジョンの成否の大きな鍵

があるといえるだろう。

第2の課題は，ルックイースト政策，東アジ

ア経済協議体(EAEC)構想，南南外交などとい

ったマハティールの外交政策，特に国内の国家

建設構想と対外政策との関連性に関する検討で

あろう。それは高度成長を支える市場の確保と

いう経済的要因からの分析にとどまらず，アメ

リカを中心とする先進国主導型の国際秩序の形

成の動きに対するマハティールの国際社会認識

を検討するうえでも重要な作業である。さらに

近年では，外交戦略の中にもイスラーム志向が

みられ，国内のイスラーム化政策との関連のう

えでも重要である。

（明治大学助教授）
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